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愛媛県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等並びに困難な問題を抱える女性への

支援のための施策の実施に関する基本計画（案）について、令和６年１月 30 日（火曜日）

から令和６年２月 29 日（木曜日）までの期間でパブリック・コメントを実施したところ、

１人の方から 10件の意見をいただきました。 

案に対する意見と考え方は、次のとおりです。 

なお、いただいた意見は、適宜要約しております。 

 

寄せられた意見と県の考え方 

 

 寄せられた意見の要旨 県の考え方 

４ 計画の内容 

 基本目標Ⅰ 暴力の根絶を目指す社会づくり 

  重点目標１ 配偶者からの暴力の防止のための意識啓発の推進 

  【今後の取組み】 

１ ④ 学校等での人権教育、「生命(いの

ち)の安全教育」の推進 

 幼稚園、小中高等学校等並びにそれら

の児童生徒に対して学校等の外でなさ

れる教育等について、家庭での学習内容

の定着や地域社会への展開に向けて、そ

の内容の公開と保護者への事前説明を

義務付けてはどうか。 

【原案のとおり】 

生命(いのち)の安全教育の推進に向

け、文部科学省では、発達段階に応じた

教材や指導の手引きを作成し、ホームペ

ージ上で公開しているところです。ま

た、県教育委員会では、保護者に対して

各学校等を通じて教育内容の周知に努

めており、今後とも様々な機会を捉え、

学校や家庭、地域において意識の醸成が

図られるよう取り組むこととしており

ますので、原案のとおりとさせていただ

きます。 

基本目標Ⅱ 保護体制の整備 

  重点目標１ 相談体制の充実 

  【今後の取組み】 

２ ⑬ 苦情に対する適切な対応の徹底 

 「苦情」だけでなく前向きな「意見」

や「助言」も届くことが考えられ、その

指摘内容が合理的であれば「職務の改善

に反映」すべきであり、より広く指摘を

受け付ける、「意見」としてはどうか。 

【修正する】 

 御意見を踏まえ、表現を修正すること

とします。（下線部を修正） 

 

⑬ 苦情や意見に対する適切な対応の

徹底 

・（中略）苦情や意見の申し出先を分かり

やすくするなど、今後、各機関において

これらの処理手続きを明確にして、適切

かつ迅速にこれを処理し、職務の施行の

改善に反映させるよう努めます。 

愛媛県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等並びに困難な問題
を抱える女性への支援のための施策の実施に関する基本計画（案）に
寄せられた意見と県の考え方 



2 

 

  重点目標２ 一時保護体制の充実 

  【今後の取組み】 

３ ⑤ 同伴児童への支援 

 ヤングケアラーのように虐待事案で

はないがサポートされるべき事案や支

援対象者が児童虐待の加害者である事

案など、多様な状況が想定される。 

このため、「児童個人の権利を尊重す

る」と追記してはどうか。また、保護時

に速やかに児童のカウンセリングを行

うよう記載してはどうか。 

【修正する】 

 児童を権利の主体とし、意見を尊重し

た支援が行われることが重要と考えて

おり、御意見を踏まえ、表現を修正する

こととします。（下線部を修正） 

 

・（中略）あらかじめ、児童相談所や学校、

教育委員会と連携し、専門家のカウンセ

リングによる心のケアや学習支援など、

子どもの最善の利益を考慮した適切な

支援が実施されるよう努めます。 

 

 なお、カウンセリングに関する規定に

ついては、児童の状況に応じて適切な時

期にカウンセリングを行うこととして

おりますので、原案のとおりとさせてい

ただきます。 

基本目標Ⅳ 関係機関等の連携 

  重点目標１ 関係機関等の連携強化 

４ 外国人の支援において、在留資格が問

題になるケースがあること、また、支援

対象者の希望等によっては速やかな帰

国が支援として望まれることが想定さ

れるため、連携先として、出入国在留管

理庁を加えてはどうか。 

【修正する】 

 出入国在留管理庁では、人身取引被害

者やＤＶ被害者に対して人道上適切な

対応を行うとしており、外国人への支援

に当たっては同庁との連携が重要と考

えており、御意見を踏まえ、表現を修正

します。（下線部を修正・追記） 

 

③ 医師会、弁護士会及び地方出入国在

留管理局との連携 

 

・さらに、ＤＶ等の被害者が外国人であ

る場合は、在留資格が問題となる場合が

あることから、安全の確保を最優先に、

地方出入国在留管理局と連携を図りな

がら適切な対応に努めます。 

  重点目標３ 民間支援団体との協働体制の整備 

５  民間団体の中には、連携すべきでない

団体や、連携できるか不明な団体が存在

することが考えられる。また、困難女性

への支援は一部の団体や支援者にとど

まらず、地域社会など幅広いネットワー

【原案のとおり】 

 民間支援団体については、これまでの

活動実績のほか、人員体制や施設設備の

状況等を確認しながら、当該団体と協働

した困難女性支援体制の構築を図るこ
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クでなされるものであり、広く情報収集

を行うことが望まれるため、「県及び市

町村は注意深く、そして広く市民から、

団体に関する情報収集を行う。」と記載

してはどうか。 

ととしております。 

また、連携の可能性がある民間団体の

掘り起しについては、日頃の関係機関と

の情報共有のほか、県民・団体等から随

時情報提供を受付けておりますので、原

案のままとさせていただきます。 

６ 民間団体との連携・協働・支援につい

て、厚生労働省が昨年３月２４日に出し

た、モデル事業である「若年被害女性等

支援事業」に携わる民間団体の適格性に

関する通知（Ｑ＆Ａ）を遵守する旨を記

載してはどうか。 

[提案] 

ＮＰＯ等の民間団体は、例えばＮＰＯ

法等の理念にもあるように、市民の緩や

かな監視がなされることでその業務の

適正化が進み、団体活動の正当性が担保

できることから、県や市町村には把握す

る各団体の情報を極力公にする、市民の

求めに応じて極力開示するようにして

はどうか。 

【原案のとおり】 

 国庫補助事業を活用して民間団体に

対する支援を行う場合においては、国の

交付要綱等に基づく適正な執行が当然

に求められておりますので、原案のとお

りとさせていただきます。 

 

なお、本県に主たる事務所のあるＮＰ

Ｏ法人の情報について、事業報告書等を

「内閣府ポータルサイト」から閲覧可能

となっているほか、活動を懸念する情報

が所轄庁に寄せられた場合等において、

当該ＮＰＯ法人に対して、自らが広く市

民へ説明するよう要請することとして

おります。 

５ 計画の期間・内容の見直し 

７ 計画の更新や期間内にＰＤＣＡ行動

を円滑に進めるため、活動内容の評価に

ついて公開や共有の計画を記載しては

どうか。 

特に計画の更新に当たっては、最終的

な更新案が得られる前に、支援活動の振

り返りを行って公開し、公論の下で新た

な計画を策定されるべきと考える。 

【原案のとおり】 

これまでのＤＶ防止対策基本計画に

基づく取組みの実施状況について、有識

者で構成する「愛媛県ドメスティック・

バイオレンス防止対策推進会議」で報告

し、各委員のご意見をいただいており、

その審議の概要については県ホームペ

ージ上で公開しているところです。 

新たな計画に基づく取組みのＰＤＣ

Ａや公開の在り方については、今後の検

討課題として検討を進めてまいりたい

と考えておりますので、原案のとおりと

させていただきます。 

計画案全体 

８  困難女性への支援に当たっては、関係

機関の協働によって切れ間のない、隙間

の無い状況を得る必要があり、そのため

には支援対象者の情報共有が欠かせず、

一定のルールの下で速やかに支援対象

者の了解なしでも共有できることが好

ましいことから、支援対象者の個人情報

【原案のとおり】 

 支援対象者に係る個人情報について

は、個人情報保護法の規定に基づき、支

援に必要な範囲において、困難女性支援

法に基づく支援調整会議及びＤＶ防止

法に基づく法定協議会の構成員間で共

有することが認められておりますので、
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の取扱いについてルールを設定し、民間

団体を含む関係機関で速やかにかつ確

実に情報共有することを記載してはど

うか。 

原案のとおりとさせていただきます。 

なお、具体的な運用については今後の

検討課題として検討を進めることとし

ております。 

９ ５年の計画期間内に何を目指すのか、

どう評価するのか分かりづらく、内容の

改善を進めにくいと考えられるため、計

画案にある連携する民間団体数に加え、

自立に繋げた人数など、支援そのものの

効果や実績として適当な数値目標を掲

げてはどうか。 

【原案のとおり】 

 本県計画に基づく効果的な施策を推

進する上で、適切な数値目標の設定は重

要なものと考えており、支援ニーズのよ

り一層の把握に努めるとともに、関係機

関の支援状況を踏まえながら、検討を進

めることとしておりますので、原案のと

おりとさせていただきます。 

10 [提案] 

 例えば東京都での若年被害女性等支

援事業（モデル事業）では、住民監査請

求が認容され、住民訴訟が起きるなど混

乱が続いており、第 211回国会でも多く

の質疑が交わされている。このような混

乱は、何よりも支援対象者のためになら

ない。混乱が起きぬよう、情報公開をし

っかり行い、透明性の高い支援活動とな

ることを望む。 

【原案のとおり】 

貴重なご意見として今後の取組みの

参考とさせていただきます。 

 


